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地方自
治法第
138条
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地方教
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の組織
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営に関
する法
律第２
条

地方公共団体においては、
教育の政治的中立性、継続
性・安定性の確保の観点か
ら、教育に関する事務は、選
挙で選ばれる首長からは独
立した合議制の執行機関で
ある教育委員会が行うことと
されている。

c －

　教育においては、その中立性の確保
は極めて重要であることから、選挙で
選ばれる首長からは独立した合議制
の執行機関である教育委員会が教育
事務を執行することにより、個人的な
価値判断や特定の党派的影響力から
中立性を確保し、安定性、継続性を担
保するとともに、多様な民意を反映す
る制度となっています。
　このため、教育委員会が設置されな
い地方公共団体を許容する制度は適
切ではないと考えます。

－

教育委員会制度については、「骨太方
針2006」（平成18年7月7日閣議決定）
において、抜本的な改革を行うこととさ
れており、「規制改革・民間開放推進
に関する第３次答申」（平成18年12月
25日）では、上記骨太方針を踏まえ、
改正教育基本法の国会論議や教育再
生会議の意見も踏まえて、地教行法
の改正を行うとされたところである。こ
れらに鑑み、教育委員会設置の選択
制について、政治的的中立性の担保
に留意しつつ全国的に検討することに
ついて貴省の見解を示されたい。ま
た、既往の政府決定を踏まえても、検
討自体が不可であればその論拠を明
確に示されたい。

c －

　教育においては、その中立性の確保
は極めて重要であることから、選挙で
選ばれる首長からは独立した合議制
の執行機関である教育委員会が教育
事務を執行することにより、個人的な
価値判断や特定の党派的影響力から
中立性を確保し、安定性、継続性を担
保するとともに、多様な民意を反映す
る制度となっています。
　このため、教育委員会が設置されな
い地方公共団体を許容する制度は適
切ではないと考えます。
　教育委員会制度のあり方について
は、平成18年7月の「骨太の方針」にお
いて、抜本的な改革を行うこととしたほ
か、平成18年12月15日に成立した改
正教育基本法の国会審議を通じて活
発に議論が行われ、文部科学省では
これらを踏まえて、教育委員会制度の
改革に向けて検討を進めています。

全国市長会 1 Ａ
教育委員会制度の選択制

の導入

地方行政全般に責任を持つ地方
公共団体の長が、一体的に教育
行政に意向を反映させることがで
きるようにするため、必置規制を
緩和し、地方公共団体における教
育行政の実施について、教育委
員会を設置して行うか、長の責任
の下で行うか、選択可能な制度と

するよう強く要望する。

現行の教育委員会制度については、形骸化して
いる、或いは合議制により機動性・弾力性が欠
如している、責任体制が不明確である等の指摘
がある。また、地方制度調査会答申において
は、「地方公共団体の判断により教育委員会を
設置して教育に関する事務を行うこととするか、
教育委員会を設置せずその事務を長が行うこと
とするかを選択できることとすることが適当であ
る。」とされている。よって、公立学校施設整備を
はじめ、地方行政全般に責任を持つ地方公共団
体の長が、一体的に教育行政に意向を反映させ
ることができるようにするため、必置規制を緩和
し、地方公共団体における教育行政の実施につ
いて、教育委員会を設置して行うか、長の責任
の下で行うか、選択可能な制度とするよう強く要

望する。

地方自治法第138条の４
地方教育行政の組織及び運営

に関する法律第２条

5009Ａ 5009001 z12002

総務
省、文
部科学
省、

地方自
治法第
138条
の４
地方教
育行政
の組織
及び運
営に関
する法
律第２
条

地方公共団体においては、
教育の政治的中立性、継続
性・安定性の確保の観点か
ら、教育に関する事務は、選
挙で選ばれる首長からは独
立した合議制の執行機関で
ある教育委員会が行うことと
されている。

c －

　教育においては、その中立性の確保
は極めて重要であることから、選挙で
選ばれる首長からは独立した合議制
の執行機関である教育委員会が教育
事務を執行することにより、個人的な
価値判断や特定の党派的影響力から
中立性を確保し、安定性、継続性を担
保するとともに、多様な民意を反映す
る制度となっています。
　このため、教育委員会が設置されな
い地方公共団体を許容する制度は適
切ではないと考えます。

－

教育委員会制度については、「骨太方
針2006」（平成18年7月7日閣議決定）
において、抜本的な改革を行うこととさ
れており、「規制改革・民間開放推進
に関する第３次答申」（平成18年12月
25日）では、上記骨太方針を踏まえ、
改正教育基本法の国会論議や教育再
生会議の意見も踏まえて、地教行法
の改正を行うとされたところである。こ
れらに鑑み、教育委員会設置の選択
制について、政治的的中立性の担保
に留意しつつ全国的に検討することに
ついて貴省の見解を示されたい。ま
た、既往の政府決定を踏まえても、検
討自体が不可であればその論拠を明
確に示されたい。

c －

　教育においては、その中立性の確保
は極めて重要であることから、選挙で
選ばれる首長からは独立した合議制
の執行機関である教育委員会が教育
事務を執行することにより、個人的な
価値判断や特定の党派的影響力から
中立性を確保し、安定性、継続性を担
保するとともに、多様な民意を反映す
る制度となっています。
　このため、教育委員会が設置されな
い地方公共団体を許容する制度は適
切ではないと考えます。
　教育委員会制度のあり方について
は、平成18年7月の「骨太の方針」にお
いて、抜本的な改革を行うこととしたほ
か、平成18年12月15日に成立した改
正教育基本法の国会審議を通じて活
発に議論が行われ、文部科学省では
これらを踏まえて、教育委員会制度の
改革に向けて検討を進めています。

全国町村会 1 Ａ
教育委員会制度の選択制

の導入

地方行政全般に責任を持つ地方
公共団体の長が、一体的に教育
行政に意向を反映させることがで
きるようにするため、必置規制を
緩和し、地方公共団体における教
育行政の実施について、教育委
員会を設置して行うか、長の責任
の下で行うか、選択可能な制度と

するよう強く要望する。

現行の教育委員会制度については、形骸化して
いる、或いは合議制により機動性・弾力性が欠
如している、責任体制が不明確である等の指摘
がある。また、地方制度調査会答申において
は、「地方公共団体の判断により教育委員会を
設置して教育に関する事務を行うこととするか、
教育委員会を設置せずその事務を長が行うこと
とするかを選択できることとすることが適当であ
る。」とされている。よって、公立学校施設整備を
はじめ、地方行政全般に責任を持つ地方公共団
体の長が、一体的に教育行政に意向を反映させ
ることができるようにするため、必置規制を緩和
し、地方公共団体における教育行政の実施につ
いて、教育委員会を設置して行うか、長の責任
の下で行うか、選択可能な制度とするよう強く要

望する。

地方自治法第138条の４
地方教育行政の組織及び運営

に関する法律第２条

5010A 5010001 z12003
文部科
学省、

「現代
仮名遣
い」（内
閣告
示・内
閣訓
令）

「一般の社会生活において
現代の国語を書き表すため
の仮名遣いのよりどころ」で
あります（規制ではありませ
ん）。

ｄ －

１．「現代仮名遣い」は、「語を現代語の音韻に従って書き表
すことを原則」としています。このことは、国語審議会（当時）
で慎重な審議の結果答申した内容に基づいています。
　　したがって、現代語で「ズ」「ヅ」は同じ音韻であり、「現代
仮名遣い」では原則として「ず」で表記することを示していま
す。
２．ただし、「現代仮名遣い」では、以下のような語は「ぢ」
「づ」を用いて書くことになっています。
　（１）同音の連呼によって生じた「ぢ」「づ」
　　　　　例　ちぢみ（縮）　ちぢむ　ちぢれる　ちぢこまる　つづ
み（鼓）　つづら　つづく（続）　つづめる（約）　つづる（綴）
　（２）２語の連合によって生じた「ぢ」「づ」
　　　　　例　鼻血（鼻血）　そえぢ（添乳）　もらいぢち　そこぢ
から（底力）　ひぢりめん　いれぢえ（入知恵）　ちゃのみぢゃ
わん
　　　　　　　まぢか（間近）　こぢんまり
　　御指摘の「人妻」は２語の連合であるので、「現代仮名遣
い」では、「ひとづま」と書くことになります。
３．また、「現代仮名遣い」では、以下のことも書かれていま
す。
　　『次のような語については、現代語の意識では２語に分解
しにくいもの等としてそれぞれ「じ」「ず」を用いて書くことを本
則とし、「せかいぢゅう」「いなづま」のように「ぢ」「づ」を用いて
書くこともできるものとする。』
　　そして、「ぢ」「づ」を用いて書くこともできるものの例として
は、次のものが挙げられています。
　　　　例　せかいじゅう（世界中）　いなずま（稲妻）　かたず
（固唾）　きずな（絆）　さかずき（杯）　ときわず　ほおずき　み
みずく　うなずく　おとずれる（訪）　かしずく　つまずく　ぬかず
く　ひざまずく　あせみずく　くんずほぐれつ　さしずめ　でずっ
ぱり　なかんずく　うでずく　くろずくめ　ひとりずつ　ゆうずう
（融通）
　　したがって、「現代仮名遣い」では、御指摘の「いなづま」
「きづな」「ひざまづく」という表記も可能です。また、「いかづ
ち」と書くことも、上記と同様に考えることが可能です。
４．なお、「現代仮名遣い」の前書きには、『この仮名遣いは、
科学 技術 芸術その他の各種専門分野や個々人の表記に

－ － - - 個人 1 Ａ
現在の国語の表記に関する
規制を改定すること。

漢字の読み仮名の表記の改定

具体例１：現在の表記では「稲妻」と書いて「イ
マズマ」と読み仮名をつける。「妻」を「ズマ」と
表記すれば、以下の様な事態が発生する。「吾
妻鏡」は「アズマカガミ」が正答になるが、それ
では「人妻」を「ヒトズマ」と読み仮名を書いて正
答として良いものかと言う矛盾が生じる。

具体例２：現在の表記では「雷」と書いて「イカ
ズチ」と読み仮名をつける。「イカズチ」は「イカ
（厳）ツ（助詞）チ（霊）」であるから「イカヅチ」と
表記しなければ意味が通らない。「ツ」と云う助
詞は「天つ御子」「天つ国」と云う使い方をして
いるにも関わらず、「イカヅチ」に関しては「イカ
ズチ」と表記すると「ス」と云う助詞を太平洋戦
争後に発明したと考えなければならなくなる。
具体例３：現在の表記では「跪く」を「ヒザマズ
ク」と表記する。「跪く」は「膝をしたにつけてか
がむ。臀をあげ両膝を地についてかがまる。深
い敬意や屈服の意を示す動作。」である。「ヒザ
マズク」の「マ」の意味は未詳であるが、「ヒザ」
＋「マ」＋「ズク」と表記して「臀をあげ両膝を地
に『ついて』かがまる」にはならない。従って「ヒ
ザマヅク」と表記すべきであり、太平洋戦争後
に発明された奇妙な表記では発声する音は同
じでも意味を全く考えていないものである。

この３例の他にも奇妙な表記は多々存在してお
り（「絆」を「キズナ」と表記させる等）早急に日
本語の意味と表記を一致させたものに正すべ

きであると考える。

日本語教育の根幹に於いて、意味を考えないで
耳からの音に従って、単に表示ができれば良い
とした戦後の教育改革には非常に疑問があると
ころである。現在の表記総てを戦前の水準に戻
す訳にはいかないが、それでも漢字のと読みの
表記には日本語としての正しさを持たせるべき

であると考えるものである。

学習指導要領等
「イマズマ」の表記例

http://www.mdcnet.co.jp/~ito
/inazuma/inazuma.html

5016A 5016001 z12004

文部科
学省、
厚生労
働省、

－ － ｄ －

　私立学校法上、学校法人が障害福
祉サービスを提供することを禁じる規
定はありません。一般に、学校法人
は、その教育研究事業と密接に関係
する業務については附帯事業として、
そうでない場合であっても収益事業と
して、一定の要件の下に様々な事業を
行うことが可能です。

－ － - -
学校法人武
蔵野東学園

1 A
共同生活援助、（共同生活
介護）における運営の規制

緩和

　知的障害者福祉法が定めるグ
ループホーム（ケアホーム）設置
対象者には、現状学校法人は含
まれていない。しかし、その教育
内容・教育実績によっては設置対
象者たる資格が充分にあるので
はないかと考え、規制緩和を求め
る。　 私共、武蔵野東学園は昭
和３９年の創立以来、健常児と自
閉症児が分け隔てなく学ぶ体制
『混合教育』を実践。最上級校の
高等専修学校では、平成１８年３
月現在５２０名の自閉症児を卒業
させている。（企業就労：２６２名、
福祉就労：１８０名、進学７０名）ま
た、卒業後も親亡き後のことを考
えた継続指導を展開している。

　知的障害者福祉法に基づく知的障
害者共同生活援助事業の運営主体
は、①社会福祉法人、②民法に定め
る公益法人、③特定非営利活動法人
とされている。②は具体的には財団
法人、社団法人が現状である。そこ
に「運営に値する教育を実践している
学校法人」と位置づけていただきた
い。　　　　　　それを受け、学校法人
武蔵野東学園が設置するグループ
ホーム（ケアホーム）を通して、共同
生活援助事業、（共同生活介護事
業）を展開。真の自立に必要なスキ

ルを身につけさせていく。

　私共、武蔵野東学園では平成１８年４月に学園
独自で無認可の寮『友愛寮』を開設。その後、１
０月１日付で、特定非営利活動法人高等専修教
育支援協会との業務委託契約の上にグループ
ホームの認可をいただく。しかしながら、依然とし
て業務委託契約の上に成り立っている為、入居
者負担が大きいのが現状である。一方、業務委
託を受けた当学園は、運営に必要な条件を満た
しており、入居者との信頼関係、就職先との連携
も充分である。故に、学校法人による直接運営
が可能になれば、運営の質を変えることなく入居

者の負担を軽減できると考える。

知的障害者福祉法　障害者自
立支援法　（第５条）　　　　　知
的障害者地域生活援助事業実
施要綱　　（運営主体）

添付資料１：武蔵野東学園の
近況　　　　添付資料２：自閉

症児就職先一覧
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5017A 5017001 z12005
文部科
学省、

昭和51
年1月
23日文
管振85
号文部
事務次
官通達
「学校
教育法
の一部
を改正
する法
律等の
施行に
ついて」
第4　1
－（5）

　専修学校の学年の始期及
び終期は校長が定めること
となっています。この場合、
校長は学年の始期を年2回
を超えて定めないようにする
こととされています。

ｃ －

　専修学校は、法律によって制度化さ
れた公の性質をもつ教育施設であり、
そこで行われる教育については、教員
組織や教科の編成等に関して、一定
の水準を満たした組織的なものである
ことが必要です。このような専修学校
制度の趣旨を担保する観点から、学年
の始期については年2回までとなって
います。したがって、ご要望の趣旨を
実現することは困難と考えます。

－ － - -
学校法人　清
風明育社

1 A
優良な留学生受入のための
専修学校への年４回入学の

許可

学校教育法施行規則第７７条の６
により、専修学校の入学時期は
校長が定めることができることと
なっている。この規定にも関わら
ず、文部事務次官通達により、入
学時期は２回までとなっている。
その為現在、日本語学科をもつ
専修学校のほとんどは、４月と１０
月の年２回入学としている。しかし
ながら、留学生の送り出し国であ
る中国や台湾等からより優秀な
学生を募集するには、この時期に
加えて１月と７月の年４回とするこ
とが望ましい。事務次官通達は、
学校教育法施行規則の自由度を
阻害し、専修学校の競争力を損
なっているので改めていただきた

い。

摘され、入国管理局は、学生のレベルを上げるよう指導
を行っている。中国には日本のセンター試験に相当する
統一試験という試験がある。現在入学を希望してくる多く
の中国人留学生の学力は、統一試験で換算すれば２００
点から３００点程度である。中国の大学への合格点は５０
０点程度であり、非常に低い。統一試験４００点から５５０
点の学生層は、本番で実力が発揮できなかった、合格点
には達しているが志望校に達しなかった層であり、十分
な基礎学力や学習態度を身につけており同時に、留学す
る可能性が高い層である為、学生のレベルを向上するに
はこの層をターゲットとするのが妥当である。統一試験は
６月に実施される。一方で日本語学校の入学時期は１０
月に設定されており、ビザの申請の関係から願書の締め
切りは５月末から６月に行う。統一試験を受験する者は、
統一試験と留学の準備を同時にするか、次の４月に入学
することになる。しかし、上記の学生層は統一試験の結
果を見てから留学を考える学生が多い。このような学生
のニーズに合わせて、株式会社立の日本語学校は、多
数１月入学を実施している。専修学校の日本語科がこの
層をターゲットとしようとしても、その層は他校に取られざ
るをえないというのが実情である。同様に、７月入学につ
いては、日本への留学希望の多い台湾の学生をターゲッ
トとしたものである。台湾では高等学校が５月末に終了
するため、７月から学習を開始したいとの要望が多い。こ
れらの事から、４月、７月、１０月、１月の年４回入学を実
施したいが、学校教育法施行規則では認められるにも関
わらず、事務次官通達でこれが阻害されている。当該事

務次官通達を改めていただきたい。

昭和５１年１月２３日文管振８５
号　文部事務次官通達「学校
法人法の一部を改正する法律
等の施行について」　第４　１－
（５）　専修学校の学年の始期
及び終期は校長が定めること
としたこと（学校教育法施行規
則第７７条の６）。なお、この場
合、校長は学年の始期を年２
回を超えて定めないようにする

こと。

5022A 5022001 z12006

内閣官
房、人事
院、内閣
府、公正
取引委員
会、警察
庁、防衛
省、金融
庁、総務
省、法務
省、外務
省、財務
省、文部
科学省、
厚生労働
省、農林
水産省、
経済産業
省、国土
交通省、
環境省

－ － ｃ －

　御要望は、政府全体としての方針に
関わり、また当省においてその取りま
とめを担当するものではないため、現
時点で、当省として単独での回答は困
難です。

　なお、当省においては、平成１８年度
から債権譲渡禁止特約の部分解除の
適用範囲（譲渡対象債権及び譲渡対
象者）を拡大する措置を講じています。

－ － - -
社団法人 第
二地方銀行
協会

1 A

国・地公体等の公的機関向
け金銭債権の譲渡禁止特
約の適用除外（譲渡先が金

融機関の場合）

民間企業の国・地公体等公的機
関向け金銭債権については、売
買契約・請負契約上、譲渡先が
金融機関の場合は債権譲渡禁止
特約の適用除外とすることを統一

化する。

  国・地公体等の公的機関に対する金銭債権に
は譲渡禁止特約が付いていることが多く、中小
企業の資金調達のために売掛債権担保融資を
行うに当たり、承諾等に係る事務手続きや時間
を要することから、中小企業の円滑かつ機動的

な資金調達を阻害している。

5026B 5026001 z12007
文部科
学省、

－ － ｄ －
　学校に職員を派遣する会社を設立す
ることについては、現行制度上特段の
規制はありません。

－
当該派遣会社と公立学校との契約に
基づき公立学校の常勤講師等も派遣
が認められるのか、御教示願います。

e －

　学校に職員を派遣する会社を設立す
ることについては、現行制度上特段の
規制はありません。
　なお、再検討要請でお尋ねの点につ
きましては、派遣された者をどのような
かたちで任用するかは各教育委員会
の判断になることから、当省から一概
にお答えすることは困難です。

個人 1 B 教職員の派遣会社設立

教育に関心のある地域や学校の
保護者等に「教育職員派遣会社」

に登録してもらいます。
さまざまな地域の人々の能力が
学校現場で生かせます。

たとえば小学校の体育の授業で
は多数の指導者を必要としていま
す。たとえば「鉄棒運動」では１対
１以上で教えたほうが良いと思い

ます。
その他の科目でも机間巡視での
指導等に効果を上げることができ

ます。
教室に地域の人々が入ることで
「いじめ」等の芽も早めにつみとる
ことができます。派遣会社では教
育委員会と連携して社員教育を
することにより学校現場に相応し
い人材を教育現場に送ることがで

きます。

派遣する教職員
・クラス担任

・教科指導の教員
・常勤講師
・非常勤講師

・教科指導の補助
・実習助手
・司書

・事務職員
・栄養士
・調理員

・部活の指導者
・総合学習等

社員の多数はボランティアで構成し
て人件費を押さえます。

いじめによる自殺事件が全国的に教育現場に
見られます。安倍総理がこの件を解決すべく再
生会議に検討を指示したと報道により知りまし

た。
「美しい国・日本」をつくるための教育再生の一

助になればと思い提案いたします。

教育基本法等
要望者

年齢（58歳）
教科（数学）

5027B 5027001 z12008
文部科
学省、

地方教
育行政
の組織
及び運
営に関
する法
律第16
条、第
17条及
び第23
条

地方公共団体においては、
教育の政治的中立性、継続
性・安定性の確保の観点か
ら、教育に関する事務は、選
挙で選ばれる首長からは独
立した合議制の執行機関で
ある教育委員会が行うことと
されている。
教育長は教育委員会に置か
れ、教育委員会の指揮監督
の下に、教育委員会の権限
に属するすべての事務をつ
かさどる。

c －

　教育においては、その中立性の確保
は極めて重要であることから、選挙で
選ばれる首長からは独立した合議制
の執行機関である教育委員会が教育
事務を執行することにより、個人的な
価値判断や特定の党派的影響力から
中立性を確保し、安定性、継続性を担
保するとともに、多様な民意を反映す
る制度となっています。
　このため、教育委員会が設置されな
い地方公共団体を許容する制度は適
切ではないと考えます。

－

以下の要望者からの意見を踏まえ、再度検
討の上、見解を示されたい。「貴省ご回答に
ある教育の中立性については当方において
も理解しているところであるが、そもそも、教
育に係る行政機関のみならずすべての行政
機関は中立的である必要がある。教育委員
会に係る人事は地方議会の同意人事であ
り、党派的な影響力から完全に隔離されては
いないが、これは教育が地方行政において
非常に重要な位置を占めていることによるも
のと思われる。よって、貴省の言う「中立性」
の根拠が明らかではないが、そのような「中
立性」の議論をするよりも、教育の重要性に
かんがみ、教育の効率化及び質の向上に着
目した検討を行うべきであると考えられる。か
かる重要な事務については、効率の向上に
よる質の向上が求められるものであり、公立
学校等の管理等に係る事務を民間事業者等
に開放し、地方公共団体における教育に関
する機能を企画・立案に集中させることが可
能となるような仕組が必要である。また、これ
は全国一律ではなく、各地方公共団体の実
状に合せて選択が可能となるようにすべきで
あると思われる。」

c －

　教育においては、その中立性の確保
は極めて重要であることから、選挙で
選ばれる首長からは独立した合議制
の執行機関である教育委員会が教育
事務を執行することにより、個人的な
価値判断や特定の党派的影響力から
中立性を確保し、安定性、継続性を担
保するとともに、多様な民意を反映す
る制度となっています。
　このため、教育委員会が設置されな
い地方公共団体を許容する制度は適
切ではないと考えます。

三井物産株
式会社

1 B
教育委員会制度の見直しを
通じた教育に係る事務の民

間開放

地方公共団体に置かれた教育長につ
いて、その任命権者を教育委員会から
地方公共団体の長にするとともに、教
育委員会ではなく地方公共団体の長の
指揮監督の下でその職務を執行するこ
ととする。併せて、教育委員会の職務権
限とされている事務について地方公共
団体の長の職務権限とし、これらの事
務のうち、ア）学校その他の教育機関の
用に供する財産の管理に関する事務、
イ）教育委員会及び学校その他の教育
機関の職員の任免その他の人事に関
する事務、ウ）学齢生徒及び学齢児童
の就学並びに生徒、児童及び幼児の入
学、転学及び退学に関する事務のうち
行政処分を伴う事務以外の事務、エ）学
校の組織編制、教育課程、学習指導、
生徒指導及び職業指導に関する事務、
オ）教科書その他の教材の取扱いに関
する事務、カ）校舎その他の施設及び
教具その他の設備の整備に関する事
務、キ）校長、教員その他の教育関係
職員の研修に関する事務、ク）校長、教
員その他の教育関係職員並びに生徒、
児童及び幼児の保健、安全、厚生及び
福利に関する事務のうち行政処分を伴
わない事務、ケ）学校その他の教育機
関の環境衛生に関する事務及びコ）学
校給食に関する事務を民間に開放す

現行制度においては、地方公共団体における教
育行政に係る事務については、その多くについ
て教育委員会の職務権限とされているため、公
立学校等の効率的な運営を行うことが困難と
なっている。加えて、公立学校等の管理等に関
する事務が、その内容が共通しているにも関わ
らず、学校ごとに行われているため多くの無駄
が生じている。これらの事務については、必ずし
も地方公共団体によって直接行われる必要はな
いものであることから、これらの民間への開放を
可能とし、地方公共団体における教育行政の自
主性及び自律性を高めるとともに、地域の実状
に合った効率的な公立学校等の運営を確保し、
もって地域の再生・活性化の資するものである。

地方教育行政の組織及び運営
に関する法律第16条、第17条

及び第23条



様式２　全国規制改革及び民間開放要望書
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5036A 5036001 z12009

総務
省、文
部科学
省、厚
生労働
省、

－ － d －

　地方自治体が保有する債権を第三
者に譲渡することの一般的な是非につ
いては、総務省からの回答をご参照下
さい。
　なお、学校給食法上、給食費に関し
て第三者への債権譲渡を禁止する規
定はありませんが、教育的な観点か
ら、学校運営や子どもに対して悪影響
が及ばないような配慮は当然に求めら
れます。

－

要望者から以下の再意見が寄せられ
ており、再検討をお願いします。

「地方公共団体の債権については、地
方公共団体に専属する権利であること
から、強制徴収の手段が確保されて
おり、これを第三者に譲渡することは
認められない。」との回答ですが、これ
は税や手数料などの公債権に関して
だけかと理解していましたが、例えば
各種制度の貸付金や普通財産の賃
料、公立病院の診療代など私債権と
いわれるようなものも強制徴収が可能
と考えてよろしいでしょうか。
　そして、たとえ強制徴収が可能だとし
ても、強制徴収よりも第三者に譲渡し
たほうが低コストでかつ効率的ではな
いかという提案なのですが、いかがで
しょうか。

－ －
　当省への再検討要請ではないと思わ
れますので、再回答は差し控えます。

民間企業 1 A
自治体の保有する債権の第

三者譲渡

自治体の保有する債権の第三者
への譲渡（売却）を可能とされた
い。あるいは、第三者譲渡の手順
の法制化を図られたい。

自治体の保有する債権（税、手数料
等、保育料、給食費、貸付金これら
全てあるいは一部）について、自治体
の職員による回収にコストがかかり
すぎるものを民間事業者を含めた第
三者に譲渡する（入札で売却する）。

債権の回収は自治体の職員による直営ではコ
ストがかかりすぎる場合もあるし、また、未収金
として長期間残ってしまうことは財政にも悪影響
を与える。よって、早期に第三者譲渡（売却）す
ることで回収コストの低減と流動化（現金化）に

よる財政効率化が期待できるため。

地方自治法第240条、地方自
治法施行令171条から171条の

７

債権譲渡手順案を添付しま
す。全国規制改革要望にする
か民間開放要望にするか決め
かねました。とりあえず前者と
しましたが、適当でなければ修
正していただいてかまいませ
ん。メールアドレスは迷惑メー
ル防止のため非公開にしてい
ただきたい。住所も非公開で

おねがいしたい。

5041A 5041001 z12010

文部科
学省、
厚生労
働省、

－

　医（歯）学部のない大学が
附属病院や附属診療所を設
置することを制限する規制は
存在しません。

ｅ －

　医（歯）学部のない大学が附属病院
や附属診療所を設置することを制限す
る規制は学校教育制度上存在してい
ませんが、教育研究上の必要性ととも
に、必要な指導体制や施設整備の在
り方等について、設置目的を踏まえた
十分な検討を行った上で、各大学にお
いて判断されるべき事項であると考え
ています。

－ － - -

社団法人日
本ニュービジ
ネス協議会連
合会

1 Ａ
医（歯）学部のない大学の、

附属病院設置

保健医療に関する教育研究を行
う大学は、附属病院、附属診療所
を設置することができる。

附属病院、附属診療所の開設

・保健医療系大学の多くは、国家資格取得と深く
かかわっており、身近な臨床現場で所定の実習
を行うことができるようになる。　　・大学教員の
多くに臨床研究の場が提供されることで研究活

動促進が期待できる。

・学校教育法　　　　・医療法
・独立行政法人国立病院機構
の業務運営並びに財務及び会

計に関する省令

5041A 5041002 z12011
文部科
学省、

－

　構造改革特区において、株
式会社が学校の設置主体と
なることが認められていま
す。

ｃ －

　株式会社学校設立を全国で解禁す
るという点については、平成18年2月
15日の構造改革特別区域推進本部決
定において、「株式会社が学校を設置
する場合に想定される弊害の発生の
有無の判断に資する評価の論点につ
いて、特例措置の実施状況を踏まえつ
つ、規制所管省庁において検討を行
い､平成18年度下半期に評価を行うこ
と。」とされているところです。現段階に
おいては、学校種を問わず、弊害の有
無の検証に必要な情報が、依然十分
に得られておらず、引き続き評価を継
続する必要があると考えています。
　校地校舎の自己所有要件の緩和に
ついては、同本部決定において、既に
全国化の方針が決定されています。

－

　平成18年2月15日の構造改革特別
区域推進本部決定の内容については
承知しているところであり、これまでの
各設置主体の意向等を可能な限り尊
重し、適切に検討、評価されたい。

ｃ －

　去る平成18年12月20日の特区評価
委員会におきまして、当省による調査
結果の報告を行っておりますので、御
確認下さい。

（参考ＵＲＬ）
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kouz
ou2/hyouka/hearing/061220/siryou1.
pdf

社団法人日
本ニュービジ
ネス協議会連
合会

2 A
株式会社学校経営の全国

解禁

現在構造改革特区のみで認めら
れている株式会社学校設立の全
国で解禁する。併せて学校に土
地・建物の所有を義務付けている
学校設置規制を撤廃する。

当社グループは全国で資格取得教
育事業を行なっているが、株式会社
が保有する施設・設備等をそのまま
利用して、新たに専門職大学院事業
を展開したい。当社は新潟を主な地
盤としており、地方でも東京に負けな
い高度な教育を提供することを経営

目標にしている。

事業採算を確保するために、新規の設備投資を
行わず、投資はハイレベルな教員の確保、教育
コンテンツの充実に対して行いたい。また、採算
確保のためには可能性のある市場にタイムリー
に展開する必要があり、その為にも特区だけで
なく全国どこにでも展開できる環境が必要。

学校教育法及び文部科学省規
制

5041A 5041021 z12012
文部科
学省、

－

　著作権者は、他人に対し、
必要に応じて対価の授受等
の利用条件を付して、その著
作物の利用を許諾すること
ができます。（著作権法第63
条）

ｅ －

　著作権は私人の権利であり、著作物
についての利用許諾の条件は当事者
間において決定されるものです。
　ご要望事項については、著作権者と
お話し合いいただくことが適切であると
考えます。

－ － - -

社団法人日
本ニュービジ
ネス協議会連
合会

21 A

著作権法における文学作
品・写真等使用の際の規制
緩和（教育用、教材用と限

定で）

教材やテストを作成する際、国語
の文学作品や社会の神社仏閣等
の写真を掲載するのに、莫大な
金額を著作権者に支払われなけ
ればならない。　　　　　　　　　その
金額的な負担から掲載を断念し
たり、教材の作成そのものを断念
するケースがある。　　　　　子ども
の成長を純粋に願い、教材やテ
ストを作成する者にとっては悲し

いことである。
↓　　　　　　　　　上記の文学作品
や写真を使用する際、著作権料
を支払う条件を設定する、料金的
なハードルを大幅に下げる、等を

施してほしい。

①従来以上に良質な教材が数多く作られる可能
性が高まる。　　②それにより子どもたちの国語

や社会に対する興味・関心が高まる。
※「良質な教育の提供」のチャンスを現状の著
作権法が阻害している、という見方もできるので

はないか。

著作権法
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5041A 5041033 z12013
文部科
学省、

－

　公立又は私立の大学院
（専門職大学院を含む。）の
研究科の設置、研究科の専
攻の設置若しくは専攻にか
かる課程の変更であって、授
与する学位の種類及び分野
の変更を伴わないものにつ
いては、文部科学大臣への
届け出事項となっています。

ｃ －

　学問の進展や社会の変化等に対応
した大学等の一層の機動的組織改革
を可能とするため、平成15年に法改正
等を行い、学校教育法第4条第2項、学
校教育法施行令第23条の2第1項第1
号により、専門職大学院も含め、公立
又は私立の大学院が研究科の設置、
研究科の専攻の設置若しくは専攻に
かかる課程の変更をする場合 、授与
する学位の種類及び分野の変更を伴
わないものについては、文部科学大臣
への届け出事項となっています。
　しかし、学校教育の公共性にかんが
み、授与する学位の種類及び分野の
変更を伴う場合は、認可を必要とする
ことによりそれらが適正になされること
を確保する必要があると考えます。

－ － - -

学校法人新
潟総合学園
事業創造大
学院大学

33 A

専門職大学院に係る研究科
及び専攻の設置規制緩和

～
「認可」より「届出」への変更

平成１５年に学校教育法の一部
を改正する法律等が施行され、大
学等の設置認可制度の弾力化が
行われている。専門職大学院を
除く既設大学院での研究科、専
攻及び課程の設置は届出で可と
されている。（「当該大学が授与す
る学位の種類及び分野の変更を
伴わないもの」との但し書きあり）
専門職大学院においても、上記
但し書きをも撤廃し、研究科、専
攻の設置を「認可」から「届出」に

変更する。

専門職大学院において、「当該大学
が授与する学位の種類及び分野の
変更を伴わないもの」との但し書きを
も撤廃し、研究科、専攻の設置を「認
可」から「届出」に変更する。

現在、既設の専門職大学院に新たな研究科もし
くは専攻を設置しようとする場合、文部科学大臣
の認可を得る必要があり、その時期は１１月末と
なっている。開設までに約４ヶ月しかなく、十分な
告知・学生募集活動を行うことが難しいと想定さ
れる。「届出」の場合、開設前年度の１２月３１日
までの提出でよく、かつ原則届出後６０日以降よ
り告知・学生募集活動が可能となる。開設初年
度に限りでるが、早い時期の告知・学生募集が
可能となり、私学に限らず学校運営の安定化を

図ることができる。

学校教育法第４条第２項

5041A 5041034 z12014
文部科
学省、

平成１７
年７月６
日付け文
部科学省
初等中等
教育局長
通知通知
「不登校
児童生徒
が自宅に
おいてIT
等を活用
した学習
活動を
行った場
合の指導
要録上の
出欠の取
扱い等に
ついて」
（１７文科
初第４３７
号）

教育職員
免許法第
１条、同
法第２
条、同法
第３条第
項

学校教育法第１条に定める
小学校等の教員は各相当の
免許状を有する必要があり
ます。

ｄ －

　我が国の義務教育制度を前提としつ
つ、一定の要件を満たした上で、不登
校児童生徒が自宅において教育委員
会、学校、学校外の公的機関又は民
間事業者が提供するＩＴ等を活用した
学習活動を行った場合に、これを校長
が指導要録上出席扱いとし、その成果
を評価に反映することは、既に現行制
度上認められています。
　また、教員免許状は、学校教育法第
１条に定める「学校」の教員となるため
には必要ですが、「学校」以外の民間
教育施設で教授するためには教員免
許状は必要ではありません。

－

現行制度において認められているとの
ご回答ですが、貴省通知では各教育
委員会、各都道府県への周知のみで
あり、民間事業者への周知は十分で
ないため、広く一般に周知徹底するこ
とについて、検討いただきたい。また、
実施時期についても明示いただきた
い。

d －

　ご指摘の点については、文部科学省
ホームページにおいて通知を公表して
おり、制度の周知を図っているところで
す。
　なお、より分かりやすく利用しやすい
ものとなるよう、当該通知を含む不登
校関連の通知のホームページにおけ
る掲載方法については、随時検討を加
え、見直しを行っていきたいと考えてい
ます。

アイリス株式
会社

社団法人日
本ニュービジ
ネス協議会連
合会

34 A
不登校状態にある児童・生
徒に対するIT等活用による
学習機会拡大事業

・不登校児童・生徒が学校に行け
なくてもその代わりとなる指導を
民間教育機関で受講した場合、
その受講した時限数等を出席日
数とみなして教育機会を増やして

ほしい。
・その場合、民間教育機関の指導
者の資格は、教員免許を持たず
とも、教育機関に在籍した経験年
数又は個々の条件を満たした者
が行うことを認めてほしい。
・民間教育機関が施設を持たな
い、インターネット等の活用により
授業を行った場合でも、通学と同
じ扱いにして欲しい。（子どもが在
宅しながらでも学習する機会を与

えられる）

・（学習指導）児童・生徒が在宅でも
学習できるように、コンピュータを使っ
て遠隔でリアルタイムに双方向で学
習できる。決まった時間に、学習者と
指導者が、カリキュラムに副って学習

する。
・（カウンセリング）生徒の個々の悩
み相談なども、メールや電話でなく、
このシステムで行うことが出来る。

・不登校児童生徒が学力不振から不登校になる
ことが多いが、学校に行かないことから更に学
習機会を失うことになる。又、外に出ることに不
安を覚えること等もあり、友人関係や近所とのし
がらみ等で外に出にくい傾向が強い。双方向の
パソコンを使った教育であるならば、外との繋が
りを保つこととともに、学習機会を確保でき、児

童、生徒の学力保障も可能となる。
・指導者の中には、大学生や大学院生も含まれ
るが、将来教員になることを目指している者を採
用し、現場に入る前の研修にも繋がると考えら
れることから、指導者の資格の緩和をお願いし

たい。

学校教育法

5041A 5041035 z12015
文部科
学省、

学校教
育法第
８２条の
８

私立の専修学校の目的の変
更の認可は、都道府県知事
が行います。

ｄ －

　内閣府を通じて行っている事実確認
の御回答をお待ちしておりますが、私
立の専修学校の目的の変更の可否に
ついては、認可権者（都道府県知事）
において適切に判断されるべきものと
考えます。

－

私立の専門学校の目的変更の可否に
ついては、認可権者（都道府県知事）
において適切に判断されるべきものと
の回答ですが、十分な検討がなされず
に申請を却下された事例から要望して
いるものであり、適切な運用が図られ
るよう、認可権者に対して実態の調査
や指導を行うことについて検討いただ
きたい。

ｅ －

　本手続はあくまで規制改革に関する
要望・回答を行うものであることから、
今回新たにいただいている調査・指導
等の依頼につきましては、別途当省ま
で直接御相談下さい（なお、その際、事
実関係が正確に確認できる資料を添
付していただくよう、お願いいたしま
す）。

アイリス株式
会社

社団法人日
本ニュービジ
ネス協議会連
合会

35 A

財団法人等が開校時に申
請した目的から、時代の趨
勢に併せて開校目的を変化
させたい場合に法人格を利
用したまま目的追加

開校時の申請に対して、教育目
的を持った事業を行う場合は、追
加を認め、法人の継続を認める。
又、施設の中に、教室や特別室
が無くても、学生に学習機会を与
える機材を保有しているのであれ
ば、その法人格を認めて欲しい。

・インターネット等を用いたイーラーニ
ング教材での学習を行う。

・提携する教育機関が多岐に渡る
為、資格取得や実技講座等、学習目
的に併せて学習者に教育機会を提

供していく。
・学生及び社会人だけではなく、児
童・生徒の学習指導から、シニア世
代（団塊世代）までの教育施設として

運用する

開校申請の際、洋裁学校で開校したが、趨勢に
より、この目的での学生を募集することが難しく
なった。施設の有効利用等を含めて、コンピュー
タスクール又は、インターネット利用の学習塾お
よび予備校の運営を行うことで、施設の活用が
できる。このことにより、地域社会に生涯教育機

関として文化教育に貢献できる。

学校教育法

5041A 5041036 z12016
文部科
学省、

学校教
育法第
４条
学校教
育法第
４５条

高等学
校通信
教育規
程（昭
和３７年
文部省
令第３２
号）

中学校
通信教
育規定
第２条

　高等学校には、毎日高校
に通学することができない方
などに対して、通信の方法に
よる教育を行う通信制課程
が認められています。

中学校の通信教育を受ける
ことのできる者は、昭和二十
一年三月三十一日以前の尋
常小学校卒業者及び国民学
校初等科修了者に限る。

d －

　現行制度上、高等学校には通信制
課程を置くことができるため、ご要望の
内容に対応することが可能です。
　なお、義務教育段階については、児
童生徒が心身の発達段階に応じた対
面指導を通した教育を受け、教育課程
を修了するとともに豊かな社会性や人
間性を身に付けることが重要であり、
通信制課程を置くことはできません。
（現行の通信制中学校に関する規定
は、戦後、義務教育が９年間に延長さ
れたことに伴い、戦前の義務教育修了
者の中で、新学制における中学校を修
了したいという意向を持つ方を対象
に、その学習を容易にするために規定
されているものです。）

－

義務教育段階においても、離島や山
間部等の通学に難がある僻地におけ
る児童生徒を対象に、対面指導を中
心としながらも補完的な指導方法とし
てＩＴ等を活用した学習活動も指導要
録上の出席扱いとすることを可能とす
る等、インターネットを活用した遠隔指
導の積極的推進について、検討を開
始願いたい。

　義務教育段階においては、市町村に
対し、域内の全ての児童生徒を受け入
れるのに必要な学校を設置することが
義務付けられるとともに、各学校には
必要な教職員が配置されることとなっ
ています。このことにより、現行制度上
は、離島や山間部等を含め、全国どこ
においても全ての児童生徒に対して対
面指導を実施できる教育体制が整備
されている（よって、遠隔指導による補
完的指導は本来必要とならない）もの
と考えます。
　ただし、通常の教育活動をより豊か
にする観点から、インターネット等を活
用して授業内容の充実を図ることは可
能ですので、各学校の設置者等と幅広
く御相談いただければと思います。

アイリス株式
会社

社団法人日
本ニュービジ
ネス協議会連
合会

36 A

遠隔地・僻地への教育にイ
ンターネットによる遠隔指導
システムを利用して教育機
会の均等化に役立てるばか
りではなく、更には高度な内
容を伝達して教育水準の向

上化に努める

遠隔地・僻地教育にインターネッ
ト遠隔指導を取り入れる

・指導者は、指導センター或は環境
のある場所であればどこにいても指

導を行うことが出来る。
・学習者の環境も整え、ネット環境及
びパソコンを準備し、遠隔の双方向
システム授業を行っている事業者又
は学校から事業の提供を受ける。

僻地（離島、雪国の山間部）への教育機会の均
等を考えた場合、地理的要因等から阻害される

ことを防ぐ一助となる。
学校教育法
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5041A 5041044 z12017
文部科
学省、

－

　大学設置基準等により、短
期大学、大学の専攻科又は
高等専門学校の専攻科にお
ける学修や、知識及び技能
に関する審査であって、一定
の要件を満たすものにおけ
る成果に係る学修等に対し、
単位を与えることができるこ
ととなっています。

ｄ －

　大学以外の教育施設等における学修に関しまして
は、大学設置基準第29条第1項により、「大学は、教育
上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等
専門学校の専攻科における学修その他文部科学大臣
が別に定める学修を、当該大学における授業科目の履
修とみなし、大学の定めるところにより単位を与えること
ができる。」とされています。
　この「文部科学大臣が別に定める学修」を定めている
告示として「大学設置基準第29条第1項の規定により、
大学が単位を与えることのできる学修を定める件」があ
ります。この告示により、トフル及びトーイック又は一定
の要件（審査を行うものが国又は民法第34条の規定に
よる法人その他の団体であること、審査の内容が、学
校教育法第52条に規定する大学の目的に照らし適切
なものであること、審査が全国的な規模において、毎年
1回以上行われるものであること、審査の実施方法が、
適切かつ公正であること）を備えた知識及び技能に関
する審査であってこれらと同等以上の社会的評価を有
するものにおける成果に係る学修で、大学において、大
学教育に相当する水準を有すると認めたものに対して
は単位を与えることができるとされています。
　したがって、貴社の提供している学修の詳細について
は不明ですが、一般論としては、株式会社立の教育機
関が提供する学修などであっても、上記の要件を満た
すものであるなら、各大学の判断により（同基準第28
条、30条により当該大学において修得したものとみな
す単位数と合わせて）60単位を超えない範囲で単位を
与えることは現行制度でも可能です。

－

要望者からの提案等を踏まえ、文部
省告示第六十八号の内容を改めて周
知徹底することについて検討し、見解
を示されたい。

d －

  平成3年文部省告示第68号につきま
しては、平成11年に行った一部改正時
にも関係機関に通知を発出していま
す。
　更に、「大学における教育内容等の
改革状況について」の調査の中で、国
公私立大学における本告示を活用し
た単位認定についての実施状況を調
査し、文部科学省のＨＰに掲載するな
ど周知を図っています。
　本告示に関し疑問点などがある方に
対しては、その都度お答えしてまいり
たいと考えています。

㈱フィナン
シャル・キャリ
ア、（社）日本
ニュービジネ
ス協議会連合

会

44 A
株式会社立の教育機関での
受講に対する大学単位認定

の緩和

現在、学校教育基本法上の高等
専門学校以上の教育施設並びに
一般的認知度の高い資格検定の
ための教育に関してのみ単位認
定が行われているため、株式会
社立の教育機関での実務教育で
は単位認定が受けられない。つい
てはこれを認める制度を新設して

欲しい。

教育内容を審査し、株式会社立の教
育機関で実施されている講座でも大
学の単位認定が受けられる制度を新
設する。これにより学校教育基本法
上の大学との相互単位認定の先駆

けとする。

当社が開講している講座は実践的な金融基礎
知識を指導するものであり、高等教育専門学校
での授業と遜色ないものであり、特に金融業界
への就業を目指す大学生に対しては有益な内
容である。更に採用企業にとっても十分満足の
得られる内容と自負している。大学時代に金融
の実務に即した基礎知識を修得することは、日

本の金融業界の発展に寄与する。

大学設置基準第２９条

5041A 5041045 z12018
文部科
学省、

－ － ｅ －

　文部科学省が所管する法令におい
て、株式会社立の学校への通学につ
いて学割定期の発行を禁じているとい
う事実はありません。
　なお、特区制度の下で設置されたい
わゆる株式会社立の学校は、全て学
校教育法上の学校です。

－ － - -

㈱アミエー
ル、（社）日本
ニュービジネ
ス協議会連合

会

45 A
株式会社による学校への通
学に学割定期発行の許容

株式会社による学校への通学に
は学割定期の発行が許容されて
いない。学校組織の形態が違うだ
けで修学を目的とする通学であり
学割定期の発行を許容すべきで
ある。一般に公共交通機関は学
校教育上の教育機関のみを学割
の対象としているため、この弊害
が起きている。ついては、学校法
人以外の学校に関しては、それぞ
れ個別審査等をしていただき、条
例等で対応いただきたい。

学生の金銭的負担の軽減、修学意欲の向上に
寄与する。また特にシニア層を対象とした講座に
は長い講座で８０時間、短いものでも３０時間と
ある程度の日数通学し、専門的実務技能を修得
するものがある。就業支援、再就職支援に貢献

できる。

学校教育法第２条

5041A 5041051 z12019
文部科
学省、

私立学
校法第
26条、
第61条

　学校法人は、収益を目的と
する事業を行うことができま
す。行うことのできる収益事
業については、所轄庁が私
立学校審議会の意見を聞い
て定め、その種類について
公告することとなっていま
す。所轄庁は、収益事業を
行う学校法人が①寄附行為
で定められた事業以外の事
業を行う場合、②収益を学校
経営の目的以外の目的に使
用する場合、③教育に支障
がある場合、には、収益事業
の停止を命ずることができま
す。

ｄ －

　学校法人は、所轄庁が私立学校審
議会の意見を聞いて定め、公告した収
益事業については、寄附行為に定めら
れた事業以外の事業を行う場合、収益
を学校の経営目的以外に使用する場
合、その設置する学校の教育に支障
がある場合を除き、行うことが可能と
なっています。

－ － - -

社団法人日
本ニュービジ
ネス協議会連
合会

51 A
専門学校（学校

法人）による企業経営（収益
事業）への規制緩和

専門教育分野においては最新の
知識と技術を

学生に提供する事が重要であり
社会の変化に応じたカリキュラム
構築が望まれている。時代の変
化を先取りし、その成果を研究及
びカリキュラムに組み込む為にも
現在の収益事業参画への規制を
緩和し各専門分野での成果を生
かした事業経営を可能にする事

が必要と考える。

専門学校の教育成果を展開しベンチャービジネ
スを起業する事が可能となる事で様々な事業の
可能性が生じると共に学生の起業に向けての支
援も可能となるまた学生の製作物、作品等を販
売する店舗経営が可能となる事で販売促進等
関連する業務を学校の枠組みの中で体験できる
など、企業経営手法のフィードバックを取り入れ
変化の早い社会状況に即応した教育の可能性

が広がる。

私立学校法

第3章学校法人
第一節　通則
（収益事業）
第26条

第五節
（助成及び監督）
第61条

第4章　雑則
（私立専修学校等）
第64条の4

5041A 5041057 z12020
文部科
学省、

教育職
員免許
法第3
条の2

　地域の人材や多様な専門
分野の社会人を学校現場に
迎え入れることにより、学校
教育の活性化等を図るた
め、教員免許を有しない非常
勤講師を登用し、教科の領
域の一部を担当させることが
できる。

ｄ －

　特別非常勤講師制度については、昭
和63年の制度創設以降、各都道府県
教育委員会等に対して通知を出すな
ど周知徹底を図ってきたところであり、
各自治体において、地域の実情等に
応じ優れた社会人の活用を図ってきた
ところです。

（参考　<特別非常勤講師の届出状況
＞）
　平成元年度173件　平成16年度
21,948件
　なお、栄養教諭は、平成18年11月1
日現在、25道府県に320名配置されて
います。

－

より適した人材の活用を図る観点か
ら、各地方公共団体の教育委員会に
対して、民間栄養士を特別非常勤講
師制度にて採用できることの更なる周
知徹底や民間栄養士の積極的な活用
について検討を促すこと等について検
討いただくとともに、下記の要望者か
らの意見について検討願いたい。

現在、栄養教諭の配置は320名とのご
回答ですが、これはすでに当方が把
握し提案中に記載済の人数です。問
題は栄養教諭の配置がない学校が無
数に存在していること、更に、民間企
業が調理業務を受託しており、民間の
栄養管理士に特別非常勤講師として
食育の授業を行うに十分な経験と知
識を有しているものが多数存在してい
るにもかかわらずそうした民間栄養士
の活用がないことです。民間栄養士の
活用計画策定をご検討いただけない
かとの提案であります。

d －

　栄養教諭は平成19年1月1日現在、
25道府県に350名配置されています
が、栄養教諭未配置校については、従
来から学校栄養職員等が特別非常勤
講師制度等の活用により食育の授業
に参画しています。
　また、特別非常勤講師制度の活用に
ついては、従来から各都道府県教育
委員会等に対して周知を図ってきたと
ころであり、民間栄養士の方の中にも
食育の授業を行うに当たり十分な経験
と知識を有する方が多数存在している
ことは承知しています。今後とも各自
治体においては、地域の実情等に応じ
優れた社会人の更なる活用を図るよう
周知してまいります。
　なお、民間栄養士を含む特別非常勤
講師の活用は、自治体が地域の実情
に応じて判断するものであり、国として
の民間栄養士の活用計画策定の検討
については現在のところ、考えていま
せん。

社団法人日
本ﾆﾕｰﾋﾞｼﾞﾈｽ
協議会連合

会

57 A
食育における栄養教諭業務
での民間栄養士への機会付

与

栄養教諭配置は、全国２５都道府
県の３５２人に留まり、栄養教諭
の配置がない学校も多数存在。
現在、栄養職員が講習を受けて
配置されるケースが大半。食育基
本法に食品関連業者も食育の推
進に取り組むよう記載あり。民間
栄養士が給食のみならず食材に
ついて深い知見をはぐくんでき
た。「民間栄養士は特別非常勤講
師の形で食育の授業に参加でき
る」と回答されたが、文部科学省
よりこの内容を各学校に周知徹
底し、民間栄養士の授業参加を
積極的に推進してほしい。

栄養教諭配置は全国２５都道府県の
３５２人に留まり、栄養教諭の配置が
ない学校も多数存在。現在、栄養職
員が講習を受けて配置されるケース
が大半。食育基本法に食品関連業
者も食育の推進に取り組むよう記載
あり。民間栄養士が給食のみならず
食材について深い知見を育くんでき
た。前前回、「民間栄養士は特別非
常勤講師の形で食育の授業に参加
できる」と回答されたが、文部科学省
よりこの内容を各学校に周知徹底
し、民間栄養士の授業参加を積極的

に推進してほしい

栄養教諭配置は全国２５都道府県の３５２人に
留まり、栄養教諭の配置がない学校も多数存
在。現在、栄養職員が講習を受けて配置される
ケースが大半である。食育基本法に食品関連業
者も食育の推進に取り組むよう記載されている。
民間栄養士が給食のみならず食材について深
い知見をはぐくんできた。前前回、「民間栄養士
は特別非常勤講師の形で食育の授業に参加で
きる」と回答されたが、文部科学省よりこの内容
を各学校に周知徹底し、民間栄養士の授業参

加を積極的に推進してほしい

食育基本法
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5041A 5041058 z12021
文部科
学省、

食育基
本法
文部省
体育局
長通知
「学校
給食業
務の運
営合理
化につ
いて」
（昭和６
０年１月
２１日）

学校給食業務の運営につい
ては、文部省体育局通知「学
校給食業務の運営の合理化
について」において、学校給
食の実施者である各地方公
共団体の教育委員会等が、
地域の実情に応じた適切な
方法により運営の合理化を
推進するよう、各都道府県教
育委員会を通じて指導してい
ます。

ｃ －

  民間企業に食材発注業務を委託す
るか否かについては、学校給食の実
施者である各地方公共団体の教育委
員会等の判断に委ねられているところ
です。
  ただし、食材発注においては、学校
給食の質の低下を招くことのないよう
十分配慮するとともに、物資の購入等
における衛生管理、安全の確保につ
いて、学校給食の実施者の意向を十
分反映できるような管理体制を設けて
いただくよう、「学校給食業務の運営の
合理化について」（昭和６０年１月２１日
文体給５７）で申し上げているところで
す。

ー

民間企業への食材発注業務の委託に
ついては、各地方公共団体の教育委
員会等の判断であるとの回答だが、民
間企業であれば適正な質・管理体制
を維持した上で、より効率的な運営が
可能となる場合もあると考えられること
から、各地方公共団体の教育委員会
に対して食材発注権を民間企業に委
ねることについての検討を促す等、措
置を検討いただくとともに、下記の要
望者からの意見について、検討をいた
だきたい。

現状学校給食の民間委託に対して全
国１校なりとも食材の発注権が給食企
業に付与されておりません。こうした現
状は食育に民間企業が有するトレー
サビリティなど高度の食材の知識と経
験を生かす機会を閉ざしているもので
あります。食材の発注権の公開を要望
致します。

c －

　前回の回答のとおり、民間企業に食
材発注業務を委託するか否かについ
ては、学校給食の実施者である各地
方公共団体の教育委員会等の判断に
委ねられているところです。

社団法人日
本ﾆﾕｰﾋﾞｼﾞﾈｽ
協議会連合

会

58 A

食育基本法の理念実現の
観点から学校給食調理業務
で食材発注権を民間給食企

業へ

食育基本法に食品関連業者も食
育の推進に取り組むよう記載され
ている。民間の給食企業は調理
のみならず食材について深い知
見を育くんできており、食材調達
においてﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨｼｽﾃﾑを備え
安心・安全を確保した食材の供給
を行っている。しかし、学校給食
調理業務の民間委託が進んでい
るものの「食材は市町村が支給」
と委託時に規定されており、業務
が調理にだけ限定されて食材の
発注を行えず、食育への貢献が
できない。食育に貢献する観点か
ら、食材発注権が民間企業に委
ねられるよう文部科学省の適切
な措置をお願いしたい。

食育基本法に食品関連業者も食育
の推進に取り組むよう記載されてい
る。民間の給食企業は調理のみなら
ず食材について深い知見を育くんで
きており、食材調達においてﾄﾚｰｻﾋﾞﾘ
ﾃｨｼｽﾃﾑを備え安心・安全を確保した
食材の供給を行っている。しかし、学
校給食調理業務の民間委託が進ん
でいるものの「食材は市町村が支給」
と委託時に規定されており、業務が
調理にだけ限定されて食材の発注を
行えず、食育への貢献ができない。
食育に貢献する観点から、食材発注
権が民間企業に委ねられるよう文部
科学省の適切な措置をお願いした

い。

民間給食企業は食材について深い知見を育くん
できており、ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨｼｽﾃﾑを備え安心・安全
を確保した食材を供給している。しかし、学校給
食調理業務の民間委託が進んでいるものの「食
材は市町村が支給」と委託時に規定されてお
り、業務が調理にだけ限定されて食材の発注を
行えず、食育への貢献ができない。食育に貢献
する観点から、食材発注権が民間企業に委ねら
れるよう文部科学省の適切な措置をお願いした
い。又、新鮮でかつ低ｺｽﾄの食材を供給すること
によって市町村、保護者の費用負担の軽減に貢

献できる。

食育基本法、文部省体育局長
通知「学校給食業務の合理化
について」（昭和60年1月21日）

5054A 5054073 z12022

内閣官
房、法
務省、
文部科
学省、
厚生労
働省、

－ － ｅ －

　要望されている内容について、文部
科学省による規制は特段存在してい
ません。
　なお、ご指摘の点も含め、今後「在留
管理に関するワーキングチーム」にお
いて積極的な議論が行われるものと
考えます。

－ - -
（社）日本経
済団体連合

会
73 A

高度人材に対する在留期間
の長期化

　一般の専門的・技術的分野の
外国人労働者について、わが国
経済社会の様々な分野で活躍す
る（あるいは活躍が期待されてい
る）「高度人材」の受入れをより一
層促進すべく、在留期間を5年に
伸長するよう、法制上の措置を含
め必要な対策を早急に講じるべ

きである。

　専門的・技術的分野の中でも、在留資格「投
資・経営」等の「高度人材」については、現行の
在留期間（3年又は1年）終了までに更新の手続
きを行う制度に代えて、一定の報告義務等を課
し資格外活動等を行っていないことを証明するこ
と等の手続きを導入することにより、不法就労等
の問題の発生を防止することができる一方、問
題のない「高度人材」の身分の安定性は大いに

高まると考えられる。
　その他「高度人材」に含まれない一般の専門
的・技術的分野の在留資格者や、身分又は地位
に基づく在留資格者などの在留外国人について
は、就労状態、居住状態、社会保険の加入状
況、子供の就学状況等を総合的に把握・管理す
る仕組みを検討し、在留期間の伸長も含め、内
閣官房の「在留管理に関するワーキングチー
ム」等において、可及的速やかに結論を得べく、

検討を加速化すべきである。

出入国管理及び難民認定法第
2条の2第3項

出入国管理及び難民認定法施
行規則別表第2

　出入国管理及び難民認定法では、現在、
一度の許可で与えられる在留期間は、「外
交」、「公用」及び「永住者」を除き最長3年と

なっている。
　2005年3月29日に策定された『第三次出
入国管理基本計画』では、専門的・技術的
分野の外国人の中でも「高度人材」をより積
極的に受け入れる姿勢を示し、「経済、文化
等様々な面で我が国に貢献している高度人
材に対しては、1回の許可でより長期間の在
留期間を決定することとし、安定的に我が
国で活動しやすい方策を構築する必要性が
指摘されている」として、「在留期間を伸長し
ても不法就労等の問題を発生させない仕組
みを確立することを前提に、高度人材の在
留期間の伸長を図っていく。また、併せて高
度人材に含まれない専門的、技術的分野
の在留資格に係る在留期間の伸長につい

ても検討していく。」としている。
　これを受けて、内閣官房「外国人の在留
管理に関するワーキングチーム」や経済財
政諮問会議等における検討を経て、一定の
研究者やIT技術者について、所属先に一定
の条件を付した上で、在留期間の上限を5
年に伸長する措置が講じられた。

5062A 5062001 z12023

警察
庁、法
務省、
外務
省、文
部科学
省、厚
生労働
省、経
済産業
省、

－ － ｅ －

　想定されている留学生への支援の詳
細が不明ですが、財政上の優遇措置
を求めるものであれば、本要望制度の
趣旨に馴染まないものと考えます。

－

　「留学生について、生活環境面を含
め、わが国における就職を支援する環
境を整備されたい」との要望に対し、
「措置の概要」において、「経済財政運
営と構造改革に関する基本方針
2006」（平成18年７月７日閣議決定）の
うち、第２章１．（５）①「外国人留学生
制度の充実を図る」との記載に係る現
在の検討状況を示されたい。

e －

　本手続はあくまで規制改革に関する
要望・回答を行うものであることから、
今回新たにいただいている事実関係
の照会につきましては別途回答させて
いただきますので、文部科学省までお
問い合わせいただきますようお願いい
たします。

日本商工会
議所

1 A
外国人労働者の受入れ拡
大                                 ①
専門的技術分野の人材

知識・技能を有する優れた専門的
技術的分野の外国人労働者につ
いて、在留資格認定要件の緩和
や在留期間延長など制度の見直
しや手続きの合理化・簡素化を行
われたい。また、経済連携協定
（ＥＰＡ）に向けた政府間協議にお
いて、看護士、介護士等の日本で
の受け入れ緩和について、日本
語および専門分野での能力確保
を前提に、受け入れの道を開くべ
きである。併せて、留学生につい
て、生活環境面を含め、わが国に
おける就職を支援する環境を整

備されたい。

国際競争の激化および少子高齢化の急速な進
展の中で、わが国の経済・産業を活性化させ、
持続的な成長を維持していくために、外国人労
働者の受け入れは重要な戦略のひとつであり、
特に、左記の事項に重点的に取組んでいただき

たい。

出入国管理及び難民認定法
出入国管理及び難民認定法施

行規則

5062A 5062002 z12024

内閣官
房、警
察庁、
法務
省、文
部科学
省、厚
生労働
省、

－ － ｅ －
　要望されている内容について、文部
科学省による規制は特段存在してい
ません。

－ － - -
日本商工会
議所

2 A

外国人労働者の受入れ拡
大                           ②わ
が国で不足が予想される分

野の人材

今後、労働力不足が予想される
製造、林業、観光、福祉など、わ
が国の経済社会や国民生活に
とって不可欠な産業分野におい
て、一定の管理の下に労働者を
受け入れる制度を創設されたい。
仮に、すぐさま全国一律の制度と
して導入することが著しく困難で
あるならば、まずは構造改革特区
制度を利用し、台湾方式による受
け入れ制度の導入を検討された

い。

国際競争の激化および少子高齢化の急速な進
展の中で、わが国の経済・産業を活性化させ、
持続的な成長を維持していくために、外国人労
働者の受け入れは重要な戦略のひとつであり、
特に、左記の事項に重点的に取組んでいただき

たい。

出入国管理及び難民認定法
出入国管理及び難民認定法施

行規則
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外務
省、文
部科学
省、

経済
的、社
会的及
び文化
的権利
に関す
る国際
規約第
１３条第
１項、第
２項（ａ）
（ｂ）、児
童の権
利に関
する条
約第２８
条第１
項（ａ）
（ｂ）

我が国が批准した「経済的、
社会的、文化的権利に関す
る条約（国際人権規約Ａ規
約）」及び「児童の権利に関
する条約」等に基づき、希望
する外国人子女に対して無
償の機会を保障するため、
希望する外国人子女につい
ては、日本人子女と同様に、
公立小・中学校へ受け入れ
ている。その際、教科書の無
償配布及び就学援助を含
め、日本人と同一の教育を
受ける機会を保障。

ｄ －

　外国人児童生徒が公立義務教育諸
学校への就学の機会を逸することのな
いよう、来年度、外国人の子どもの就
学を促進するため、関係機関等と連携
した就学促進に関する実践研究や就
学啓発資料の作成等を行うための事
業を実施する予定としています。
　また、日本の教育制度や就学手続き
等についてまとめたポルトガル語等７
言語による就学のためのガイドブック
を日本大使館等に送付し、呼びかける
など、外務省とも連携しながら、日本で
の学校教育制度の周知を図りたいと
考えています。
　さらに、ブラジル政府との協議会等に
おいて、子どもの教育の重要性を渡航
者に呼びかけるよう働きかけて行きた
いと考えています。

－

　要望者からの以下の再意見を踏ま
え、「措置の分類」、「措置の内容」、
「措置の概要」につき再検討されたい。
　「文部科学省により作成されている
「就学ガイドブック」は、日本の各自治
体にも配布されているが、残念ながら
十分に活用されていないのが現実で
ある。本要望における情報は、それを
発信することだけでは不十分なもので
あり、その情報を伝えられるべき人が
その情報を確実に得て、その内容を理
解することが必要不可欠である。
　在外公館での「就学ガイドブック」等
の資料の備え付けやホームページの
活用等のみでは上記の目的は達成で
きないと考えられるため、文部科学省
と連携して、さらなる対策を実施してい
ただきたい。」

ｄ －

　文部科学省としては、今後とも関係
機関とも連携し、外国人児童生徒教育
の充実を図って行きたいと考えていま
す。

外国人集住
都市会議　座
長　四日市市
長　井上哲夫

1 A
外国人の子どもが小学校に
入学する前の保護者に対す

る支援

外国人の子どもの小学校入学前
に、保護者に対する情報提供及
び入学を支援する措置を講じるこ
となど、自治体等が外国人の子ど
もを就学へと導くための施策につ
いて、基本的かつ具体的なガイド
ラインを示すとともに、自治体が
実施する事業に対し、財政的およ
び人的支援をする。また、在外公
館における査証発行時等の日本
への渡航前に、日本の教育制度
についての情報を渡航者に提供

する

小学校入学前の外国人の子どもの保育実態は
多様であり、日本の公立学校入学に関する情報
が適当な機会に十分に提供されず、保護者によ
る公立学校への入学準備が十分に行われてい
ない。この結果、子どもの学校への適応が遅
れ、場合によっては不就学になるなど、外国人
の子どもが教育を受ける権利が保障されない恐

れがある。

学校教育法第22条第1項、同
第39条第１項

【規制の現状】学校教育法の
就学義務は、外国人の子ども
には適用されないなか、外国
人の子どもの保護者に対する
小学校入学に関する情報提供
や入学準備の支援などを適切
に実施することが困難となって

いる。
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文部科
学省、

経済
的、社
会的及
び文化
的権利
に関す
る国際
規約第
１３条第
１項、第
２項（ａ）
（ｂ）、児
童の権
利に関
する条
約第２８
条第１
項（ａ）
（ｂ）

我が国が批准した「経済的、
社会的、文化的権利に関す
る条約（国際人権規約Ａ規
約）」及び「児童の権利に関
する条約」等に基づき、希望
する外国人子女に対して無
償の機会を保障するため、
希望する外国人子女につい
ては、日本人子女と同様に、
公立小・中学校へ受け入れ
ている。その際、教科書の無
償配布及び就学援助を含
め、日本人と同一の教育を
受ける機会を保障。

d －

　外国人児童生徒への教育については、国際人権規約
等を踏まえ、日本人生徒と同様に無償で受け入れ、そ
の指導については、学習指導要領の総則「指導計画の
作成等に当たって配慮すべき事項」(７)において、適切
な指導を行うよう盛り込まれているところです。また、
「日本語指導が必要な児童生徒」の定義については、
日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況等
に関する調査上に明記するとともに、各種会議等の場
においても、周知することとしています。
　また、公立小・中学校における外国人子女等への日
本語指導については、義務標準法第１５条第２号の規
定により、特例的に教員を配置するいわゆる児童生徒
支援加配による対応が可能となっているところです。こ
の児童生徒支援加配は、外国人子女等への日本語指
導への対応のみでなく、いじめや不登校への対応な
ど、児童生徒の状況に応じたきめ細かな対応が必要と
される学校において、特別な学習指導、生徒指導、進
路指導が行われる場合に、各都道府県の申請に基づ
き、予算の範囲内で教員定数を加配するものです。今
後の公立学校の教職員数については、本年６月に公
布・施行されたいわゆる行革推進法においては、「公立
学校の教職員、その他の職員の総数について、児童及
び生徒の減少に見合う数を上回る純減をさせる」と規定
されており、この法律の運用に際し、義務教育の実施
にあたっての根幹である標準法対象の教職員の純減
については、基本的には、児童・生徒の減少に伴う自
然減によることとし、教育条件を悪化させないよう、児童
生徒支援加配を含めた必要な定数の確保に努めてい
きたいと考えています。
　さらに、外国人児童生徒の受け入れ体制の包括的な
整備を行うためのモデル事業の実施や教育に取り組ん
でいる企業等との連携についても、推進したいと考えて
います。

－

　要望者からの以下の再意見を踏まえ、「措
置の分類」、「措置の内容」、「措置の概要」に
つき再検討されたい。
「外国人児童生徒への教育の指導について
は、学習指導要領の総則「指導計画の作成
等に当たって配慮すべき事項」(７)において、
適切な指導を行うよう盛り込まれていると言
われるが，この要領では，｢海外から帰国した
児童などについては・・・｣となっており，外国
人児童生徒を海外帰国子女と同一に扱って
いる。海外帰国子女とその背景が全く異なる
外国人児童生徒教育の基本方針は，別に定
めるべきであるため、再検討を要請する。
　要望理由のなかで、『外国籍の児童生徒の
みならず、帰国児童生徒、国際結婚で生まれ
た子ども、日本国籍を取得した子どもなど、
国籍という枠組みでは捉えきれない様々な文
化的背景をもった子どもが存在する』ことを指
摘している。国籍にかかわらず文化的背景が
外国である子ども（＝外国にルーツを持つ子
ども、または、外国につながる子ども）は、日
本語が不十分な場合もある。
このような子どもたちも含め、多文化共生の
視点からの教育に関して、予算措置も含めた
抜本的な取り組みを行うことが、近い将来の
日本における外国人住民との良好な関係を
築くための最も効果的な政策であると考える
が、貴省のお考えをお伺いしたい。」

ｄ －

　本手続はあくまで規制改革に関する
要望・回答を行うものであることから、
今回新たにいただいている予算措置
の要望等につきましては、別途文部科
学省までお問い合わせいただきますよ
うお願いいたします。

外国人集住
都市会議　座
長　四日市市
長　井上哲夫

2 A
公立小中学校における外国
人児童生徒の受入れ体制

の整備

外国人児童生徒教育の基本方針
を定めるとともに、学習指導要領
にも盛り込む。基本方針の中で、
「日本語指導が必要な児童生徒」
の定義も行い、日本語指導の目
標を示す。併せて、外国人児童生
徒担当教員の加配を増やし、支
援体制の充実を図る。外国人の
集住する地域において集中的に
初期指導を行う教室の設置を推
進する。また、一人でも日本語指
導が必要な児童生徒の在籍する
学校に対し、日本語指導等協力

者の巡回を推進する。
　　これらの外国人児童生徒教育
を支援する基金づくりを推進し、
経済界などに協力を求める。

教育現場における日本語指導が必要な児童生
徒には、外国籍の児童生徒のみならず、帰国児
童生徒、国際結婚で生まれた子ども、日本国籍
を取得した子どもなど、国籍という枠組みでは捉
えきれない様々な文化的背景をもった子どもが
存在する。また、日本語指導が必要な児童生徒
の中にも、障がいを持つなど、特別な支援が必
要な子どもが増加しており、教育の現場ではより

多様な対応が求められている。
同時に、外国人の児童生徒の受入れに対する
支援措置を導入するための財政基盤を強化す

ることも必要になっている。
これらはすべて緊急性が高い課題であり、外国
人児童生徒だけでなく、すべての児童生徒に
とってその早急な解決が望まれる。

学校教育法第20条、同第38条

【規制の現状】学習指導要領
においては、外国人児童･生徒
に関する教育方針が示されて
いない。文部科学省が実施す
る日本語指導が必要な児童生
徒の調査においては、その定
義も明確でなく、正確な実態把
握が行なわれているとはいえ

ない。
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文部科
学省、

経済
的、社
会的及
び文化
的権利
に関す
る国際
規約第
１３条第
１項、第
２項（ａ）
（ｂ）、児
童の権
利に関
する条
約第２８
条第１
項（ａ）
（ｂ）

我が国が批准した「経済的、
社会的、文化的権利に関す
る条約（国際人権規約Ａ規
約）」及び「児童の権利に関
する条約」等に基づき、希望
する外国人子女に対して無
償の機会を保障するため、
希望する外国人子女につい
ては、日本人子女と同様に、
公立小・中学校へ受け入れ
ている。その際、教科書の無
償配布及び就学援助を含
め、日本人と同一の教育を
受ける機会を保障。

d －

　義務教育年齢を超過した生徒の義
務教育諸学校への入学については、
日本人と同様、都道府県教育委員会
や市町村教育委員会の判断により受
け入れているところですので、引き続
き、これらの教育委員会において適切
に対応いただきたいと考えています。

－

　要望者からの以下の再意見を踏ま
え、「措置の分類」、「措置の内容」、
「措置の概要」につき再検討されたい。
　「義務教育年齢を超過した生徒の義
務教育諸学校への入学については，
都道府県教育委員会や市町村教育委
員会の判断により対応できることと
なっている。しかし、柔軟な取扱いをし
ている自治体はほとんど無く、15歳を
超えた外国人の子どもの義務教育諸
学校への受入れができていないのが
現状であると認識している。そこで、貴
省が把握されている全国の都道府県
や市区町村の教育委員会における取
り扱いの状況について、ご教示いただ
きたい。
　また、義務教育年齢を超過した生徒
の義務教育諸学校への入学や習熟度
に応じた学年への編入を可能とするた
めの最大の課題は、教員の配置や補
助金に対する貴省の柔軟な対応であ
ると考えるため、現在の一律的な対応
を改善していただきたい。」

ｄ －

　本手続はあくまで規制改革に関する
要望・回答を行うものであることから、
今回新たにいただいている事実関係
の照会等につきましては、別途文部科
学省までお問い合わせいただきますよ
うお願いいたします。

外国人集住
都市会議　座
長　四日市市
長　井上哲夫

3 A
義務教育年限の柔軟な運用

の促進

国は、都道府県の教育委員会に
対し、義務教育年齢を超過した外
国人の子どもの義務教育諸学校
への入学や習熟度に合った学年
への編入について、必要に応じた
柔軟な取り扱いを行うように促

す。

外国人の子どもたちのなかには、母国と日本の
間を行き来する場合も少なくなく、6歳から15歳と
いう義務教育の年限の範囲で、習熟度に応じて
わが国の小中学校の学年に編入することは簡
単ではない。しかも、都道府県の教育委員会に
は、義務教育年齢を超過した生徒の義務教育諸
学校への入学について、柔軟な取扱いをしてい
ないところが多くあり、15歳を超えても就学する
ことが適当と判断される外国人の子どもの受入
れに困難が生じている。このことが外国人の子
どもの高校等進学にとって大きな障壁となってい

る。

学校教育法第23条、第39条第
3号

【規制の現状】学校教育法上、
義務教育は６歳から15歳まで
と定められているが、義務教
育年齢を超過した子どもの義
務教育諸学校への入学や、習
熟度に合った学年への編入に
ついては、都道府県教育委員
会の権限で、その柔軟な取り
扱いが認められている。

5079A 5079005 z12028

文部科
学省、
厚生労
働省、

－ － ｅ －

　要望されている内容につき、学校教
育法第４５条は特段の規制とはなって
いないと考えます。
　なお、想定されている支援措置の詳
細が不明ですが、財政上の優遇措置
を求めるものであれば、本要望制度の
趣旨に馴染まないものと考えます。

－

　要望者からの以下の再意見を踏ま
え、「措置の分類」、「措置の内容」、
「措置の概要」につき再検討されたい。
　「本要望では『外国人青少年の就労･
学習を支援するための措置を設ける』
ことをあげた。また、貴省にも別にお渡
しした「よっかいち宣言」においては、
『Ⅲ．義務教育年齢を超過した子ども
に対する具体的施策について』提言し
ている。
　この提言でもお示ししたように、『全
国の夜間中学の実態調査を行った上
で、夜間中学を拡充するなど、就学の
機会を逸した人が教育を受けなおせる
場づくりを推進するほか、外国人の中
卒資格の認定が円滑に行える仕組み
を検討する』ことをお願いしたい。」

e －

　本手続はあくまで規制改革に関する
要望・回答を行うものです。
　今回新たにいただいているご要望に
おいても、具体的に当省の制度の何が
規制であると考えておられるのか依然
不明であり、回答は困難です。

外国人集住
都市会議　座
長　四日市市
長　井上哲夫

5 A 若年雇用対策の新設と強化

中学･高校などを中途退学した青
少年が、働きながら学べるように
若年雇用対策を新設･拡充し、そ
の一環として、外国人青少年の就
労･学習を支援するための措置を

設ける。

現在の若年雇用対策においては、フリーターの
正規雇用促進が大きな柱となっているが、中学･
高校を卒業することが、若年層の自立を促進す
る上で不可欠である。そこで、中学･高校中退者
に対し、夜間中学･高校での学習機会の確保と
昼間の就業の両立を目標とする若年雇用対策
を新設し、その一環として、外国人の中途退学

者を支援することが必要である。

学校教育法第45条、厚生労働
省職業安定局通達

【規制の現状】中学･高校を中
途退学した者を対象とし、これ
らの者が働きながら学べるよう
にするための若年雇用対策は

実施されていない。
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文部科
学省、

－

　外国人学校の地位に関し
ては法令上規定されていま
せん。なお、一部の外国人学
校が学校教育法上の各種学
校としての法的地位を得てい
る実態があります。「外国人
教育に関する調査研究」に
ついては毎年実施しておりま
す。

ｄ －

　外国人学校については、現行法令上
の規定はなされていませんが、その一
部は各種学校として法的地位を得てい
ます。また、外国人学校の母国政府に
対しても支援を求めています。
　なお、「外国人に関する調査研究」に
ついては年々その内容等を充実させ
ており、今後ともこの調査を継続して実
施していきたいと考えています。

　要望者からの以下の再意見に対し、
「措置の概要」において明らかにされ
たい。
　「貴省が行っている「外国人教育に
関する調査研究」の実施内容、方法、
対象などについて、具体的にご教示い
ただきたい。また、その研究の成果を
どのように活用する予定かお伺いした
い。」

ｄ －

　本手続はあくまで規制改革に関する
要望・回答を行うものであることから、
今回新たにいただいている事実関係
の照会につきましては別途回答させて
いただきますので、文部科学省までお
問い合わせいただきますようお願いい
たします。

外国人集住
都市会議　座
長　四日市市
長　井上哲夫

6 A
外国人学校の学校教育法
上の位置づけの改善

一定の要件を満たす外国人学校
を、学校教育法第１条に定められ
ている教育機関に準ずる教育機
関と位置づける新たな体系を創
設し、設置基準･教育内容の認可
基準を設ける。また、文部科学省
「外国人学校調査」を全国規模で
継続的に実施し、実態把握に努

める。

外国人の子どもの教育において、外国人学校は
重要な役割を果たすようになっており、教育を受
ける場所のひとつとして定着している。しかし、
学校教育法第１条に基づいて認知された私立学
校と同等程度の支援措置や税制上の恩典など
を享受することができない。また、外国人の生徒
が、外国人学校を卒業しても日本の高校入試受
験資格は得られず、円滑な高校進学に結びつか
ない。また授業料も高額であり、保護者にとって

大きな負担となっている。

学校教育法第１条

【規制の現状】外国人学校は、
学校教育法第１条に定める教
育機関には該当せず、その結
果、私立学校と同等の助成措
置をうけることができない。ま
た、文部科学省「外国人学校
調査」の内容・実施回数ともに
不十分であり、その実態が把

握されていない。

5079A 5079009 1 z12030
文部科
学省、

－

　日本語教育事業を実施す
る地方自治体やＮＰＯ法人に
対しての財政支援について
は、地域日本語教育支援事
業などの措置が講じられて
います。

ｄ －

　文部科学省においては、地域におけ
る日本語教育の推進のため、地方自
治体やＮＰＯ法人が実施する地域の特
色ある日本語教室等の優れた事業を
支援する「地域日本語教育支援事業」
を実施しています。
　さらに、平成19年度要求において
は、日本語教室や日本語指導者養成
などを柱とした『「生活者としての外国
人」のための日本語教育事業』の実施
を検討しており、今後とも、地域の日本
語教育の推進を図っていきます。

　また、現在、（財）日本国際教育支援
協会及び（独）国際交流基金が事務局
になり、日本語教育関係者と連携しな
がら日本語能力試験を国内外で実施
していますが、同試験については、内
容の抜本的な改定とともに、年複数回
実施も将来的に実現すべく、検討中で
す。

－

　要望者からの以下の再意見を踏ま
え、「措置の分類」、「措置の内容」、
「措置の概要」につき再検討されたい。
　「外国人住民と共に暮らすまちづくり
のためには、外国人の日本語能力向
上が必須であり、そのためには幅広い
学習機会の提供が必要である。将来
的には、ドイツの社会統合政策（外国
人へのドイツ語教育）などに見られる
ような、抜本的な制度改革が必要であ
ると考えるため、今後とも日本語教育
の強化を推進していただきたい。
　日本語検定制度の見直しを検討中と
のことであるが、いつまでに結論が出
されるのか。また、その内容で検定資
格の社会的地位をどのように高めて
いかということをご検討いただいている
かをお伺いしたい。」

ｄ －

　今後も日本語教育施策の充実を図っ
ていきたいと考えています。日本語能
力試験の見直しについては、平成21年
度以降、実現可能なところから改定を
行なうことを予定しています。試験内容
を改定することによって、外国人の日
本語能力をより適切に測定し、社会的
地位の向上にも資するものとなるよう、
関係者の期待に応えていきたいと考え
ています。

外国人集住
都市会議　座
長　四日市市
長　井上哲夫

9 A
定住している外国人への日
本語教育の強化と日本語能

力検定の拡充

日本語支援事業を実施する自治
体やＮＰＯに対する財政面での支
援措置を講じるとともに、個人や
企業等から寄付を促進するため
の税制面の措置を併せ検討す

る。
日本語能力試験について、日常
生活を送るにあたっては会話能
力が不可欠であるので、会話に
ついての試験を新たに創設する。
また、取得目的に合わせて級を
選択できるよう、試験を文章理解
（文字・語彙及び読解・文法）、聴
解、会話に分け、別々に受験する
ことを可能とするなど、試験内容

の改編・拡充を行う。
受験機会を増やし、外国人の受
験意欲を高めるため、年間の試
験実施回数を増やすとともに、在
留年数等の一定の条件を満たす
外国人について受験料の軽減措
置を講じることなどを検討する。

外国人と地域住民又は学校教員などとの間の
意思疎通を円滑化するとともに、外国人及びそ
の子どもたちの自立を促進するためには、定住
している外国人の日本語能力の向上が不可欠
である。しかも、外国人の保護者が家庭で日本
語を使用しない場合、その子どもたちの日本語
能力も低くなる傾向がある。また、就労する外国
人の保護者に日本語教室への参加意欲は低
い。こういった地域住民等との十分なコミュニ
ケーションが図れない外国人同士が固まって居
住し、地域住民との軋轢を引き起こす事件も発
生している。そこで、会話能力を中心として、日
本語を学ぶモチベーションを高めるために、外国
人の日本語能力を評価するための制度を整備
するとともに、併せて、外国人の日本語能力を、
わが国への入国・在留に当たって評価する仕組
みを導入することが必要となっている。

出入国管理及び難民認定法第
20、21及び22条、2006年4月３
日付文化庁次長決定

【規制の現状】外国人の日本
語習得のため、各地の自治体
やＮＰＯにより日本語支援事
業が進められるなか、政府も
地域日本語支援事業を開始し
たところであるが、まだ取組が
不十分である。また、日本語
能力試験は存在するものの、
読み・書きに重点を置く試験で
あり、定住している外国人に
とって特に重要である会話能
力が重視された試験制度では
ない。加えて、文部科学省によ
る公的認定ではないこと、試験
実施がわずか年一回であるこ
と、受験料が割高に設定され
ていることなどの理由により、
外国人にとって利用しにくい状
況にある。さらに、外国人の日
本語能力は、出入国管理にお
いてはほとんど評価されてい
ないので、外国人が日本語の
習得に向けたモチベーションを

持ちにくい。

5079A 5079012 z12031

内閣官
房、警
察庁、
総務
省、法
務省、
文部科
学省、
厚生労
働省、

－ － ｅ －

　要望されている内容について、文部
科学省による規制は特段存在してい
ません。
　なお、ご指摘の点も含め、今後「在留
管理に関するワーキングチーム」にお
いて積極的な議論が行われるものと
考えます。

－

　要望者からの以下の再意見を踏まえつつ、学齢にあ
る外国人児童・生徒の我が国における就学を所管する
立場から、「国・自治体における外国人に関する情報
の共有」との要望に対する考え方を「措置の概要」にお
いて示されたい。
　「地方自治法第10条第２項に「住民は、法律の定める
ところにより、その属する普通地方公共団体の役務の
提供をひとしく受ける権利を有し、その負担を分任する
義務を負う」と定められている。また、第10条第１項に
よれば、外国人も日本人も住民である。
各法律の目的を定めた第１条は重要な意味を持ち、上
記のように外国人も住民であると認めるならば、「在留
外国人の公正な管理に資することを目的とする」と定め
た外国人登録法の第１条とは整合せず、その目的を
「住民の利便の増進」とした住民基本台帳法が、上記
の目的に整合すると考える。
　また、住民基本台帳ネットワーク制度について、プラ
イバシー権をめぐる訴訟が行われ、判決も分れている
状況にはあるものの、制度を新たに創設する場合にお
いても、同様の課題が発生することは明白である。ま
た、「生活者としての外国人」、「住民としての外国人」
に対して行政サービスを円滑に行うための制度として、
すでに長い歴史のある住民基本台帳制度、あるいは
同様な考えかたによる制度設計をすることが合理的で
ある。
　別の制度を創設する場合でも、外国人と日本人に同
様のサービスを提供するためには、やはり住民基本台
帳と似た制度になると考えられ、同じようなシステムを
２つ持つことになると行政事務量やコスト面の負担も大
きくなることから、結局、外国人登録制度と住民基本台
帳制度の一元化が望まれてくる方向であると考える。」

－ －
　当省への再検討要請ではないと考え
ますので、再回答は差し控えます。

外国人集住
都市会議　座
長　四日市市
長　井上哲夫

12 A
外国人登録制度の改善、
国・自治体における外国人
に関する情報の共有

外国人登録制度における登録内
容と実態の乖離を是正するため
に、外国人登録制度を住民基本
台帳制度に一元化すべきである。
現在、内閣官房「外国人の在留
管理に関するワーキングチーム」
でも検討が進められているが、出
入国管理、地方税、社会保険、教
育などに関する情報を地方公共
団体のデータベースに登録し、関
係省庁や他の自治体に対して当
該データベースよりデータを提供
すること、その際はデータ保護に
万全を尽くすことなどを法令に定

めるべきである。

現状では、外国人登録の内容と居住実態との乖
離が大きくなっているほか、世帯単位での捕捉
ができない、職権によるデータの消除ができない
といった、住民登録と外国人登録の制度のずれ
が市町村における住民の実態把握を行政サー

ビスの提供を困難にしている。
地方自治法第10条における「外国人も日本人も
同じ権利・義務を有する住民である」という規定
に基づけば、外国人登録制度は、住民基本台帳

制度に一元化させるべきである。
また、外国人登録は出入国管理制度の一部で
あるという現行法令の捉え方よりは、むしろ、市
町村がその住民の地位に関する正確な記録を
常に整備しなければならない、とする地方自治
法第13条の２の考え方に拠るべきである。

地方自治法、住民基本台帳
法、地方税法、地方財政法、外
国人登録法、国民健康保険
法、国民年金法、学校教育法
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内閣官
房、警
察庁、
総務
省、法
務省、
文部科
学省、
厚生労
働省、

－ － ｅ －

　要望されている内容について、文部
科学省による規制は特段存在してい
ません。
　なお、ご指摘の点も含め、今後「在留
管理に関するワーキングチーム」にお
いて積極的な議論が行われるものと
考えます。

－

　「規制改革・民間開放の推進に関す
る第３次答申」（平成18年12月25日）
における、「在留資格の変更、及び在
留期間の更新許可のガイドライン化並
びに不許可事例の公表等」の中で考
慮する事項として例示された「子弟の
就学状況」を所管する立場から、「措
置の分類」及び「措置の概要」につい
て再検討されたい。

－ －
　当省への再検討要請ではないと考え
ますので、再回答は差し控えます。

外国人集住
都市会議　座
長　四日市市
長　井上哲夫

13 A

在留資格の変更、在留期間
の更新および永住者の在留
資格への変更の際の在留

管理の適正化

在留資格の変更又は在留期間の更新
並びに「永住者」の在留資格への変更
に当たっては、①外国人が就労してい
る場合、雇用・労働条件に法令違反が
なく、社会保険に加入していること、②
国税及び地方税の滞納がないこと、③
学齢期の子どもがある場合その子ども
が就学していること、④在留資格によっ
ては日本語能力の程度、などを審査に
当たっての積極要素とし、それらの実施
状況を正確に把握できる体制を整え

る。
　これらの実施が不十分又は法令違反
がある場合、在留資格の変更又は在留
期間の更新並びに「永住者」への在留
資格への変更を留保し、市区町村や関
係機関と連携して、その是正を図る。
　子どもの就学や日本語能力の程度を
審査項目に加える場合、すでに日本に
在留している外国人に、子どもの就学
の機会や、本人の日本語学習機会を十
分に提供するために、国の責任におい
て必要な環境を早急に整備する。

日本に在留する外国人の権利を保障し、同時に
義務の履行を図ることは、多文化共生社会を形
成するために欠かすことのできない条件である。
　しかし、国内に合法的に在留していながら、社
会保険加入、国税及び地方税の納入などの義
務を十分に果たしていない場合がある。学齢期
の子どもの就学を保障することは、保護者や受
入れ国にとって義務的なものであり、これも十分
に果たされていない。また、「永住者」の在留資
格を取得した外国人が、社会保険に加入してい
ない場合も少なくないうえ、地方税の滞納につい

てもチェックされていない。
さらに、日本語が不十分な場合、日本の各地域
社会において、住民と共に幸せに暮らすことが
困難になっており、在留資格によっては、日本語
能力を証明することも必要であると考えられる。
　現在、内閣官房「外国人労働者問題関係省庁
連絡会議」で検討されているが、在留資格の変
更・更新及び「永住者」の在留資格への変更に
あたって、法務省出入国管理局と市区町村及び
関係行政機関は、地方公共団体におけるデータ
ベースの構築などを通じて効果的かつ効率的に

連携することが必要である。

出入国管理及び難民認定法第
20条、21条及び22条、永住許
可に関するガイドライン（法務
省入国管理局平成18年3月31
日）、地方自治法第10条第２項

【規制の現状】在留資格の変
更又は在留期間の更新を受け
ようとする外国人は、法務大
臣にこれを申請することがで
き、法務大臣は、当該外国人
の提出した文書に基づいて、
在留資格の変更を適当と認め
るに足りる相当の理由がある
ときに限り、これを許可するこ
とができる。また、在留する外
国人が、「永住者」の在留資格
への変更（特別永住者を除く）
を希望する場合、法務大臣
は、①素行が善良であること
及び②独立の生計を営むに足
りる資産又は技能を有するこ
と並びにその者の永住が日本
国の利益に合すると認めたと
きに限り、これを許可すること
ができる。なお、①素行が善良
であることを証明するために、
国税の納付証明書の提出が
義務付けられている。
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5083A 5083001 z12033

総務
省、文
部科学
省、

スポー
ツ振興
投票の
実施等
に関す
る法律
第13条

　スポーツ振興投票の払戻
金については、売上金額に
50％を乗じて得られた金額
を、合致の割合ごとに配分
し、その配分金額を合致の
種類ごとに合致投票券に按
分した金額を交付することと
なっています。

ｃ －

　スポーツ振興投票の払戻金額は、配
分金額を合致投票券に按分することに
より算定されるため、合致投票券が少
ない場合には、極めて高額になるよう
な場合も想定されます。　このため、い
たずらに射幸心を煽ることのないよう、
払戻金額に最高限度額を設けている
ものです。

－ － - - 沼本久 1 A
山わけ型のくじにおいては、
当せん金の上限をなくして

ほしい。

山わけ型のくじ（＝ロト６、ミニロ
ト、サッカーくじ）において、当せん
者のとり分が、くじの販売金額の
100万倍が上限（キャリーオー
バー時は200万倍）となっている
が、これをなくして、無制限として

ほしい。

山わけ型のくじにおいては、割り当てられた賞金
を当せん口数で割って計算した方が理にかなっ
ている。100万倍の超過分を次回に持ち越すこと
は、くじの安定的な販売という意味でよくない。
また、持ち越し時は、しゃこう心を刺激しすぎるこ

とになる。

当せん金付証報第5条

5084A 5084001 z12034
文部科
学省、

地方教
育行政
の組織
及び運
営に関
する法
律第２
条

地方公共団体においては、
教育の政治的中立性、継続
性・安定性の確保の観点か
ら、教育に関する事務は、選
挙で選ばれる首長からは独
立した合議制の執行機関で
ある教育委員会が行うことと
されている。

c －

　教育においては、その中立性の確保
は極めて重要であることから、選挙で
選ばれる首長からは独立した合議制
の執行機関である教育委員会が教育
事務を執行することにより、個人的な
価値判断や特定の党派的影響力から
中立性を確保し、安定性、継続性を担
保するとともに、多様な民意を反映す
る制度となっています。
　このため、教育委員会が設置されな
い地方公共団体を許容する制度は適
切ではないと考えます。

－

教育における個人的な価値判断や党
派的影響力からの中立性の確保に関
する懸念に関しては、
① 冷戦の終結以来、政治・思想の対
立やイデオロギー論争は急速に解消
している
② 首長は選挙や住民世論により地域
住民から常時評価を受けている
③ 提案においては、教育委員会に変
わる教育行政審議会を設置することに
より、継続的に教育行政の中立性の
評価を受けることとしている
ことなどから、具体的懸念とはなりえな
い。
　むしろ、真に地域住民の代表として
地域を熟知している首長が、市町村立
小中学校の設置者として教育行政に
対し責任を持ちリーダーシップを発揮
することは、
① 地域の教職員が活躍できる、地域
に根ざした教育体制の整備
② 経済・福祉・文化等の市町村行政
の総合戦略の一環としての教育行政
の実施
③地域の自治協会や民生児童委員

c －

　教育においては、その中立性の確保
は極めて重要であることから、選挙で
選ばれる首長からは独立した合議制
の執行機関である教育委員会が教育
事務を執行することにより、個人的な
価値判断や特定の党派的影響力から
中立性を確保し、安定性、継続性を担
保するとともに、多様な民意を反映す
る制度となっています。
　このため、教育委員会が設置されな
い地方公共団体を許容する制度は適
切ではないと考えます。

出雲市 1 A
教育委員会設置義務の見

直し

現行法を見直し、市町村教育委
員会設置の是非を選択可能とす

る。

市長の下に教育行政を担当する助
役を置き、さらにその下に現行の教
育委員会事務局の部署を置く。

さらに教育委員会に代え教育行政審
議会を設置し、教育行政の中立性の
評価や経済・福祉等との連携、学校
教育の評価等を行う仕組みとする。

（別紙１参照）
なお、生涯学習や文化・スポーツなど
の部門については、補助執行により
平成13年4月より市長部局に移管し
実施しているところである。（別紙２参

照）

政治的中立性の担保等を理由に独立行政委員
会としての教育委員会の設置が義務化されてい
るが、その範疇では、いじめ、不登校、学力低下
など様々な問題を解決できない事態に教育委員

会は直面している。
このため、教育委員会に代え教育行政審議会に
より教育の中立性等を評価するなか、真に住民
の代表たる市長が経済・福祉・医療等を含め教
育問題を市行政の総合戦略の一環としてとら
え、地域の自治協会や民生児童委員、児童相
談所、ＪＡ、商工会議所などあらゆる組織や人材
を総動員して、諸問題の解決に立ち向かうことを

可能にするものである。

地方教育行政の組織及び運営
に関する法律第２条

別紙１，２


